
- 1 -

別紙様式１

国立大学法人大阪大学の中期計画新旧対照表

現 行 変 更 案 変更理由

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

全身用磁気共鳴画像診断装置（設備）整備に必要となる経費の長期借り入れに 本学病院における施設・設備の整備に必要となる経費の長期借り入れに伴い、 新たな設備の長期借入
伴い、本学病院の敷地及び建物について、担保に供する。 本学病院の敷地及び建物について、担保に供する。 による変更

歯学部附属病院における施設の整備に必要となる経費の長期借り入れに伴い本
学歯学部附属病院の敷地及び建物について担保に供する。

Ⅹ その他 Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画 １ 施設・設備に関する計画

別紙２のとおり。 別紙２のとおり。
２ （略） ２ （略）
３ （略） ３ （略）

４ 災害復旧に関する計画 平成１７年３月に発生
平成１７年３月に発生した落雷により被災した施設の復旧整備をすみやか した落雷により被災し

に行う。 た施設の復旧整備を行
うため

（ ） （ ）別紙１ 別紙１
予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。） 。）

１．予算 １．予算
平成１６年度～平成２１年度 予算 平成１６年度～平成２１年度 予算

（ ） （ ）単位：百万円 単位：百万円

区 分 金 額 区 分 金 額

収入 収入
運営費交付金 ３００，８０２ 運営費交付金 ３００，８０２
施設整備費補助金 ２，３４９ 施設整備費補助金 ２，３５８
船舶建造費補助金 ０ 船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 １５，４７９ 施設整備資金貸付金償還時補助金 １５，４７９
国立大学財務・経営センター施設費交付金 １，４９２ 国立大学財務・経営センター施設費交付金 １，４９２
自己収入 ２１０，３５２ 自己収入 ２１０，３５２

授業料及入学時検定料収入 ６８，５９７ 授業料及入学時検定料収入 ６８，５９７
附属病院収入 １３９，７９３ 附属病院収入 １３９，７９３
財産処分収入 ０ 財産処分収入 ０
雑収入 １，９６２ 雑収入 １，９６２

産学連携等研究収入及寄付金収入等 ７１，３２８ 産学連携等研究収入及寄付金収入等 ７１，３２８
長期借入金収入 ４８８ 長期借入金収入 ４８８

計 ６０２，２９０ 計 ６０２，２９９

支出 支出
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業務費 ４７４，１６１ 業務費 ４７４，１６１
教育研究経費 ２９２，６１０ 教育研究経費 ２９２，６１０
診療経費 １２５，４０１ 診療経費 １２５，４０１
一般管理費 ５６，１５０ 一般管理費 ５６，１５０

施設整備費 ４，３２９ 施設整備費 ４，３３８
船舶建造費 ０ 船舶建造費 ０
産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 ７１，３２８ 産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 ７１，３２８
長期借入金償還金 ５２，４７２ 長期借入金償還金 ５２，４７２

計 ６０２，２９０ 計 ６０２，２９９

２．収支計画 ２．収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画 平成１６年度～平成２１年度 収支計画
（ ） （ ）単位：百万円 単位：百万円

区 分 金 額 区 分 金 額

費用の部 費用の部
経常費用 ５６８，０５４ 経常費用 ５６８，０６３

業務費 ５００，４５６ 業務費 ５００，４５６
教育研究経費 ６７，１７７ 教育研究経費 ６７，１７７
診療経費 ７５，０２６ 診療経費 ７５，０２６
受託研究費等 ５３，０５０ 受託研究費等 ５３，０５０
役員人件費 １，１３６ 役員人件費 １，１３６
教員人件費 １９１，２５４ 教員人件費 １９１，２５４
職員人件費 １１２，８１３ 職員人件費 １１２，８１３

一般管理費 １０，４５４ 一般管理費 １０，４６３
財務費用 １１，４６２ 財務費用 １１，４６２
雑損 ０ 雑損 ０
減価償却費 ４５，６８２ 減価償却費 ４５，６８２

臨時損失 ０ 臨時損失 ０

収入の部 収入の部
経常収益 ５８９，０８７ 経常収益 ５８９，０９６

運営費交付金 ２６７，７３０ 運営費交付金 ２６７，７３０
授業料収益 ５７，４２５ 授業料収益 ５７，４２５
入学金収益 ９，０８９ 入学金収益 ９，０８９
検定料収益 ２，０８３ 検定料収益 ２，０８３
附属病院収益 １３９，７９３ 附属病院収益 １３９，７９３
受託研究等収益 ５３，０５０ 受託研究等収益 ５３，０５０
寄付金収益 １６，７６６ 寄付金収益 １６，７６６
財務収益 ５ 財務収益 ５
雑益 １，９６２ 雑益 １，９７１
資産見返運営費交付金等戻入 １６，０２２ 資産見返運営費交付金等戻入 １６，０２２
資産見返寄付金戻入 ７３６ 資産見返寄付金戻入 ７３６
資産見返物品受贈戻入 ２４，４２６ 資産見返物品受贈戻入 ２４，４２６

臨時利益 ０ 臨時利益 ０

純利益 ２１，０３３ 純利益 ２１，０３３
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総利益 ０ 総利益 ０

３．資金計画 ３．資金計画

平成１６年度～平成２１年度 資金計画 平成１６年度～平成２１年度 資金計画
（ ） （ ）単位：百万円 単位：百万円

区 分 金 額 区 分 金 額

資金支出 ６１０，７１９ 資金支出 ６１０，７２８
業務活動による支出 ５１０，９０８ 業務活動による支出 ５１０，９０８
投資活動による支出 ３８，９１０ 投資活動による支出 ３８，９１９
財務活動による支出 ５２，４７２ 財務活動による支出 ５２，４７２
次期中期目標期間への繰越金 ８，４２９ 次期中期目標期間への繰越金 ８，４２９

資金収入 ６１０，７１９ 資金収入 ６１０，７２８
業務活動による収入 ５８２，４８２ 業務活動による収入 ５８２，４８２

運営費交付金による収入 ３００，８０２ 運営費交付金による収入 ３００，８０２
授業料及入学検定料による収入 ６８，５９７ 授業料及入学検定料による収入 ６８，５９７
附属病院収入 １３９，７９３ 附属病院収入 １３９，７９３
受託研究等収入 ５３，０５０ 受託研究等収入 ５３，０５０
寄付金収入 １８，２７４ 寄付金収入 １８，２７４
その他の収入 １，９６６ その他の収入 １，９６６

投資活動による収入 １９，３２０ 投資活動による収入 １９，３２９
施設費による収入 １９，３２０ 施設費による収入 １９，３２９
その他の収入 ０ その他の収入 ０

財務活動による収入 ４８８ 財務活動による収入 ４８８
前期中期目標期間よりの繰越金 ８，４２９ 前期中期目標期間よりの繰越金 ８，４２９

（別紙２） （別紙２）
施設・設備に関する計画 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額 百万円 財源 施設・設備の内容 予定額 百万円 財源（ ） （ ）

）・吹田１団地総合研究棟 総額 施設整備費補助金 (2,349) ・吹田１団地総合研究棟 総額 施設整備費補助金 (2,358
）・石橋団地研究棟改修 ４，３２９ 船舶建造費補助金 ( 0) ・石橋団地研究棟改修 ４，３３８ 船舶建造費補助金 ( 0

・小規模改修 長期借入金 ( 488) ・小規模改修 長期借入金 ( 488)
・全身用磁気共鳴画像診断装置 国立財務・経営センター施 ・全身用磁気共鳴画像診断装置 国立財務・経営センター施
・学生交流棟施設整備等事業(PFI) 設費交付金 (1,492) ・学生交流棟施設整備等事業(PFI) 設費交付金 (1,492)
・研究棟改修（工学部）施設整備 ・研究棟改修（工学部）施設整備

等事業（PFI） 等事業（PFI）
・災害復旧工事

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した （注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した



- 4 -

施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等などが追加されることもある。 施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等などが追加されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。 （注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金につ なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金につ

いては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予 いては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予
算編成過程等において決定される。 算編成過程等において決定される。

大阪大学ー１
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別紙様式１

国立大学法人大阪大学の中期計画新旧対照表

現 行 変 更 案 変更理由

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

（６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策 （６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね４％ 総人件費改革の実行203-1）
の人件費の削減を図る。 計画を踏まえた人件

費の削減計画を定め
大学の人件費の一定部分を大学に留保して、部局に対する組織評価 大学の人件費の一定部分を大学に留保して、部局に対する組織評 たため。203） 203-2）

等を勘案して重点配分を実施する。 価等を勘案して重点配分を実施する。

任期の定めのある教職員については、新たな年俸制の導入を検討す 任期の定めのある教職員については、新たな年俸制の導入を検討す204） 204）
る。 る。

大阪大学ー１


